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  2026 年 11 月 6 日 

ティー・ロウ・プライス・ジャパン株式会社 

 

2026 年 11 月 6 日の 

ティー・ロウ・プライス ニュー・ホライズン・ファンドの 

基準価額の変動について 

 

2026 年 11 月 6 日、ティー・ロウ・プライス ニュー・ホライズン・ファンドの基準価額が前営業日比で大幅に

下落したことを受け、基準価額の主な下落要因と今後の見通しおよび運用方針についてお知らせいたします。 

 

【基準価額の騰落率】 

ファンド名 
2026/11/5 の

基準価額 

2026/11/6 の 

基準価額 
前営業日比 

前営業日比 

騰落率 

Ａコース（為替ヘッジあり） 10,242 円 9,717 円 ▲525 円 ▲5.13％ 

Ｂコース（為替ヘッジなし） 12,663 円 11,982 円 ▲681 円 ▲5.38％ 
 

【市場環境】 

マーケット指標 2026/11/4 2026/11/5 騰落率 

米国小型グロース株式指数（ラッセル 2000 グロース指

数、税引前配当込み、米ドルベース） 
13,493.97 12,760.66 ▲5.43％ 

 

為替レート（対円） 2026/11/5 2026/11/6 騰落率 

米ドル 158.21 円 157.77 円 ▲0.28％ 

出所：ファクトセット 

・基準価額は 1 万口当たり、信託報酬控除後のものです。指数は市場推移の参考であり、当ファンドのベンチマークではありません。 
 

【基準価額の下落要因】 

2026 年 11 月 5 日の米国小型グロース株式指数は下落しました。米中間選挙で民主党が躍進し、上下両院で

多数派を握ったことで、AI 投資を支えてきたデータセンターの急拡大に政治的な逆風が強まるとの警戒感が

広がり、米国株式市場で売りが膨らむなか、リスク回避の動きは小型グロース株式市場にも波及しました。 

トランプ政権はこれまで、データセンター建設に伴う環境審査や許認可手続きの迅速化を大統領令で打ち出

したほか、発電所や送電網の整備を支援するなど、AI 関連投資の拡大を後押ししてきました。一方、今回の

中間選挙で躍進した民主党は、データセンターの急増による電気料金の上昇や雇用への悪影響を批判してき

ました。特に、テキサス州、ジョージア州、オハイオ州などでデータセンター建設に慎重な姿勢を示す候補

者が当選したことから、規制強化によって AI インフラ投資の拡大ペースが鈍化するとの懸念が高まりまし

た。加えて、メモリ価格の上昇ペース鈍化や在庫の積み上がりへの警戒感も、投資家心理を冷やしました。 

セクター別では、情報技術セクターが下落を主導し、資本財・サービス、素材などの景気敏感セクターにも

売りが波及しました。市場全体のリスク回避の動きに加え、決算発表が相次ぐ中、業績や先行き見通しが市

場の期待に届かなかった銘柄は売りが強まりました。 
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当ファンドの組入銘柄では、決算内容に対する市場の反応や決算発表を控えた警戒感など、個別要因も影響

し、ダッチ・ブロス（一般消費財・サービス、コーヒーショップ・チェーンを運営）、ガーダントヘルス

（ヘルスケア、がん遺伝子検査の提供）、カリス・ライフ・サイエンシズ（ヘルスケア、AI を活用した分子

プロファイリング技術を開発・提供）などの株価が下落し、基準価額のマイナス要因となりました。 

 

【今後の見通しおよび運用方針】 

今回の半導体関連銘柄を中心とした株価下落については、企業のファンダメンタルズが急速に悪化したとい

うよりも、投資家心理の悪化や需給要因、ポジション調整の影響が大きいと考えています。ただし、こうし

た売りが一時的な行き過ぎなのか、より広範な株価調整につながるのかについては、慎重に見極める必要が

あると考えています。一方、現時点では、個別の州による規制がデータセンターの建設計画全体に及ぼす影

響は限定的とみています。また、建設計画が誘致に積極的な州へ移る可能性も考えられることから、AI 関連

投資や半導体需要の中長期的な成長シナリオそのものが大きく損なわれたわけではないと考えています。さ

らに、株式市場の急落や AI 投資を巡る資金調達環境の悪化は、米連邦準備制度理事会（FRB）の追加利上げ

圧力を和らげる可能性もあります。当面は AI 関連銘柄を中心に株価のボラティリティが高い展開が続くと

みられますが、データセンターや AI を巡る世論の動向、政治家の姿勢を見極めながら、こうした動きが個

別企業の業績に及ぼす影響を注視しています。 

当ファンドの運用では、AI 関連銘柄への投資に加え、インフレ圧力の継続を見据えてエネルギーや素材関連

銘柄を多めに保有するなど、成長機会の獲得を目指すとともに投資対象の分散を図っています。AI 関連銘柄

については、AI の普及がインフラ構築から実際の活用へと移行するなか、革新的な技術やビジネスモデルを

持つ小型成長企業の投資機会が拡大すると考えています。特に、バイオテクノロジー、産業用ロボット、防

衛技術、素材、AI エージェントを活用した商取引などの分野に注目しています。また、今回の AI 関連銘柄

の下落については、データセンターの建設・増設ペースの鈍化が半導体や関連設備への需要に及ぼす影響へ

の懸念が主因とみています。当ファンドが注目する AI を活用して新たな製品やサービスを生み出す企業へ

の直接的な影響は、AI インフラ関連企業と比較して相対的に小さいと考えています。 

今後とも、約 90 年に及ぶ成長株投資の伝統と世界中に広がる株式調査網を活用し、ビジネスモデルの優位性

などにより企業業績が拡大するような有望な小型企業を発掘し、成長サイクルの初期段階から長期投資する

ことで、当該企業がやがて大企業へと成長し、投資家の富を積み上げることを目指します。 

以上 
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投資信託および当資料に関する留意事項 

▪ 当資料は、ティー・ロウ・プライス・ジャパン株式会社が作成したお客様向け資料であり、金融商品取引法に基づく開示書類ではありません。 

▪ 当資料は、信頼できると考えられる情報に基づき作成しておりますが、情報の正確性あるいは完全性について保証するものではありません。 

▪ 当資料における見解等は資料作成時点のものであり、将来事前の通知なしに変更されることがあります。これらの見解はティー・ロウ・

プライス・アソシエイツ・インク及びその関係会社の見解とは異なる場合があります。また、当資料で示したデータ等は、情報提供を目

的として掲載したものであり、将来の運用成果を示唆・保証するものではありません。 

▪ 投資信託は、値動きのある有価証券等（外貨建資産には為替変動リスクもあります。）を投資対象としているため、お客様の資産が当初

の投資元本を割り込み損失が生じることがあります。 

▪ ご購入の際は投資信託説明書（交付目論見書）をあらかじめまたは同時にお渡ししますので、必ずお受け取りのうえ、内容をよく読み、

ご自身でご判断ください。 

▪ 投資信託は、預金や保険契約ではありません。また、預金保険機構や保険契約者保護機構の保護の対象にはなりません。購入金額につい

ては、元本および利回りの保証はありません。銀行等の登録金融機関でご購入いただく投資信託は、投資者保護基金の支払対象ではあり

ません。 

▪ ファンドのお取引に関しては、金融商品取引法第37条の６の規定（いわゆるクーリング・オフ）の適用はありません。 

▪ 著作権はティー・ロウ・プライスに帰属します。「T. ROWE PRICE」、「INVEST WITH CONFIDENCE」、大角羊（ビッグホーン・シープ）

のデザイン等（troweprice.com/ip参照）は、ティー・ロウ・プライス・グループ・インクの商標です。その他全ての商標は、それぞれの

所有者の所有財産です。ティー・ロウ・プライスと商標所有者との承認、出資、提携を示唆するものではありません。 

▪ 当資料はティー・ロウ・プライス・ジャパン株式会社の書面による同意のない限り他に転載することはできません。 

 

投資信託に係るリスク 

▪ 投資信託は預貯金と異なります。投資信託は、値動きのある有価証券等に投資しますので、基準価額は変動し、投資元本を割り込む

ことがあります。 

▪ 投資信託の運用による損益はすべて投資者のみなさまに帰属します。したがって、投資者のみなさまの投資元本は保証されているも

のではなく、基準価額の下落により、損失が生じることがあります。 

▪ 投資信託は、個別の投資信託ごとに投資対象資産の種類や投資制限、取引市場、投資対象国等が異なることから、リスクの内容や性

質が異なりますので、投資に当たっては投資信託説明書（交付目論見書）の「投資リスク」をご覧ください。 

 

投資信託に係る費用 

投資信託の投資者が負担する費用には以下があります。 

投資者が直接的に負担する費用： 

▪ 購入時手数料：上限3.3％（税抜3.0％）  

▪ 信託財産留保額：ありません。 

投資者が信託財産で間接的に負担する費用： 

▪ 運用管理報酬（信託報酬）：上限年率1.793％（税抜1.63％）  

▪ その他費用：法定書類等の作成等に要する費用、監査費用、計理業務、組入有価証券の売買委託手数料、外貨建資産の保管等に要

する費用等があります。運用状況等により変動するものであり、事前に料率、上限額等を表示することはできません。 

上記の手数料・費用等の合計額については、投資者が投資信託を保有する期間等に応じて異なりますので、表示することができません。 

ご注意：上記に記載しているリスクや費用項目は、一般的な投資信託を想定しており、費用の料率は、ティー・ロウ・プライス・ジャ

パン株式会社が運用する全ての公募投資信託のうち、投資者のみなさまにご負担いただく各費用における最高の料率を記載しておりま

す。リスクや費用は投資信託ごとに異なりますので、詳しくは、投資信託説明書（交付目論見書）をご覧ください。 

 

当資料で使用している指数について 

◼ ロンドン証券取引所グループ・ピーエルシーおよびそのグループ企業（以下「ロンドン証券取引所グループ」または「LSE 

Group」）。©LSE Group 2026. Russell 2000 Growth（ラッセル 2000 グロース）は、ロンドン証券取引所グループのメンバー企業

の登録商標であり、使用許諾ライセンスのもと使用を許諾された者が使用しています。各指数に関するすべての権利は、各指数を保

有するロンドン証券取引所グループのメンバー企業に帰属します。ロンドン証券取引所グループおよびその使用許諾者のいずれも、

各指数の誤記・脱漏について一切責任を負わず、いかなる当事者も当資料に含まれる各指数に依拠することはできません。各指数を

保有するロンドン証券取引所グループのメンバー企業の書面による同意なく、ロンドン証券取引所グループから得られたデータの再

配布は認められません。ロンドン証券取引所グループは、当資料の内容を宣伝、後援または推奨するものではありません。 

◼ 金融データと分析の提供はファクトセット。Copyright 2026 FactSet. すべての権利はファクトセットに帰属します。 

◼ 表示桁未満の数値がある場合、原則として四捨五入しています。 
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